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はじめに
社会関係とは、対人関係の具体的なあり方
を総称したものであり、人々が社会関係を通
して得る他者からの支援が社会的支援（以下
ソーシャルサポート）である［古谷野、1998：
374］。ソーシャルサポートは、人間関係にお
ける個人を支持する機能的側面に着目してい
る［野口、1991：38］。それには情緒的サポー
トと手段的サポートがあ
(1)
り、関係を通して他
者から得られる支援を問題にするときの概念
となっている。そしてソーシャルサポートは、
ソーシャルネットワークとともに、ソーシャ
ルサポートネットワー
(2)
クの基礎概念である。
ソーシャルネットワークは、社会関係の構造
的側面に着目し［野口、1991：38］、個人を中
心とする可変的かつ有機的な人間関係の構造
を指している［日本地域福祉学会、2006、『新
版地域福祉事典』：422］。地域でソーシャルサ
ポートの展開を考えるとき、それが社会関係
を通して得られるものであるならば、その地
域の社会関係を無視して考えることはできな
い。地域診断の内容においても社会関係の把
握は、社会資源構造の把握とともに診断の重
要なプロセスである［高森、1989：129］。地
域福祉における住民組織化やソーシャルサ
ポートによる支援活動の成否は、その地域で
歴史的に形作られた社会関係の在り方に大き
く左右されると考える。つまり、地域生活が
いかなる社会関係で営まれているのかを分析
し、その社会関係が歴史的にどのように形作
られてきたのかを明らかにすることが、ソー
シャルサポートネットワークづくりである地
域福祉の方法を明らかにしていくことにもつ
ながっていくのであ
(3)
る。
ところで戦後のエネルギー転換政策によ
り、北海道空知の産炭地域では、産業構造の
変化を体験した多くの住民たちが高齢期を迎
え、そこでは過疎に加え、残された高齢者の
死亡や転居による人口減少のため、地域が衰
退し、今なお地域再生への道は困難を極めて
いる。空知地方の旧産炭地域であるＡ市Ｂ地
区も同様であり、急激な人口減とＡ市内の他
地域に比べても極端に高い高齢化率（平成12
年国勢調査64.2％）となっている。筆者がＡ
市社会福祉協議会職員だったころの、Ｂ地区
住民は、何らかのソーシャルサポートの必要
な高齢者は他町のサービスを利用していた。
Ｂ地区は、Ａ市にある在宅福祉サービスなど
の利用や地域福祉活動の参加に対し、全体的
に積極的ではなかった。さらには、一部の在
宅福祉サービスを利用する人に対して、「あの
人は私より元気なのに利用している」「あの人
が利用しているから行かない（利用しない）」
というやっかみや利用牽制作用などを見聞き
した。Ｂ地区でのソーシャルサポートの展開
では、「やっかみ」や「利用牽制作用」が大き
な障害になっていたことは事実である。そこ
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でこの「やっかみ」や「利用牽制作用」をも
たらす、Ｂ地区の社会関係はいかなるもので
あるのかを考察した結果、それらが横行する
社会関係が形成されたのは、産炭地域であっ
たこの地域の歴史的特質、つまり地域特性に
あるのではないかと仮説を立てた。この地域
特性の把握は、コミュニティワークを進める
ための前提条件になる。
本稿では、Ａ市Ｂ地区における現在の社会
関係を訪問面接調査によって明らかにし、さ
らにソーシャルサポートの展開を阻害してい
る社会関係が形成されてきた地域特性を歴史
的な諸資料によって明らかにする。
１．Ａ市の概況
Ａ市は、北海道札幌市と旭川市の中間に位
置し、国道と平行し鉄道が市中央を縦貫して
いる。Ａ市東部地域は山地丘陵地帯でかつて
三菱と三井の大規模炭鉱や中小の炭鉱が石炭
を産出していた地域である。
現在のＡ市がある地域に中心集落が形成さ
れたのは、明治23（1890）年Ｎ村という名前
で村が設置され、翌年には鉄道駅として停車
場が設置されたときにはじまる。停車場設置
の目的は、屯田兵入植を進めるのと、後に東
部丘陵地域の炭田開発を進めるためであっ
た。Ｎ村の人口は明治28（1895）年末には947
戸5,009
(4)
人を超え、石炭産業が本格化する前
の集落の原型がこの時期にほぼ形作られた。
またＡ市の行政区域は、Ｎ村設置時期からほ
とんど変化がなく、Ｂ地区もＮ村当時から行
政区域に含まれていた。
Ａ市における明治末期までの人口は、横ば
いで推移し、大正期に入って石炭産業が本格
化すると、人口は急激に増えていく。Ａ市は、
炭鉱都市として発展することになる。大正
9（1920）年の第１回国勢調査では、32,321人
の人口が昭和30（1955）年には、88,667人に
増え、昭和33（1958）年には、91,494人（北
海道統計No.150）となる。表１では昭和
30（1955）年をピークにして、人口が減少し
表１．人口・世帯数の推移
人 口
年 総世帯数 備 考
総数 男 女
大正９（1920) 32,321 17,332 14,989 6,409
大正14（1925) 32,701 17,324 15,377 6,222 町制Ｎ町翌年Ａ町
昭和５（1930) 37,263 19,473 17,790 6,864
昭和10（1935) 37,149 19,073 18,076 6,629
昭和15（1940) 54,122 29,221 24,901 9,333
昭和22（1947) 72,222 38,080 34,142 12,854
昭和25（1950) 87,095 44,841 42,254 16,356 市制施行Ａ市
昭和30（1955) 88,667 44,509 44,158 17,323
昭和35（1960) 87,345 43,342 44,003 18,529
昭和40（1965) 63,051 30,663 32,388 15,517
昭和45（1970) 47,369 22,608 24,761 13,295
昭和50（1975) 38,416 18,549 19,867 11,815
昭和55（1980) 38,552 18,883 19,669 12,734
昭和60（1985) 37,414 18,459 18,955 12,800
平成２（1990) 35,176 17,002 18,174 12,552
平成７（1995) 33,434 16,141 17,293 12,771
平成12（2000) 31,183 14,952 16,231 12,437
平成17（2005) 29,083 13,850 15,233 11,832
資料：国勢調査、「Ａ市統計書平成18（2006）年版」より作成
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ている。このころから、エネルギー転換政策
により、石炭産業の機械化による合理化と人
員整理が始まり、昭和38（1963）年大手三井
Ａ炭鉱の閉山や、その後中小の炭鉱閉山を経
て昭和47（1972）年には三菱Ａ炭鉱が閉山し、
翌年北菱Ｂ炭鉱が閉山することにより、市内
の全炭鉱が坑口を閉ざし、昭和50（1975）年
までの20年間に人口は、半分以下になった。
一方世帯数の急激な減少は見られない。現在
Ａ市は、過疎地域自立促進特別措置法による
過疎地域になっている。
表２では、Ａ市の年齢別人口構成および高
齢化率の推移を示した。炭鉱の閉山は、急速
な年少人口・生産年齢人口の減少、老年人口
の増加という結果をもたらした。昭和
45（1970）年に７％を超えた高齢化率が昭和
60（1985）年に13.9％とほぼ２倍になる年数
は、全国平均24年に対してＡ市では15年と
短く、平成17（2005）年国勢調査では28.8％
にまでなっている。
Ａ市の産業別就業者比率では、第１次産業
14.6％、第２次産業23.0％、第３次産業
61.5％であり、農業を中心にし、建設業、小
売・飲食店、サービス業などが主な産業になっ
てい
(5)
る。
このようにＡ市は、炭鉱都市として発達し
炭鉱産業の衰退とともに人口が減少し、急激
な高齢化が進んだ。今回調査対象としたＡ市
Ｂ地区は、Ａ市東部丘陵地区に位置し、現在
市街地から主要地方道が延び、市営バスで30
分の道のりで、行き止まりとなっている地域
である。かつてＢ地区以東には、三菱の大規
模炭鉱があり、Ｂ地区は商店街であった。
２．Ｂ地区住民の社会関係
Ｂ地区住民の社会関係の調査を、平成
16（2004）年２月から平成19（2007）年３月
まで４回のべ12日間にわたり行った。調査
は、質問調査法の個別面接調査で指示的面接
法を用いた。全37世帯のうち有効調査件数
は、15世帯15人であった。住民台帳には37
世帯とあったが、冬季はＡ市街地などに移り、
無人家屋も多かった。また調査前に寝具の押
し売り業者が出入りし、住民の警戒心が強く
なっている時期で面接調査は困難を極めた
が、社会福祉協議会職員や市職員、Ｂ地区郵
便局職員等の協力で15名の訪問が可能に
なった。
表３で調査対象者の年齢区分を示した。20
代の男性１名を除くと、すべて60代以上であ
り、８人は75歳以上の後期高齢者であった。
表４のＢ地区全体の年齢区分からみて40
代50代をのぞいたおよそすべての年代から
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表２．Ａ市の年齢別人口構成および高齢化率の推移
年 年少人口 生産年齢人口 老年人口 高齢化率(％) 備 考
昭和35（1960) 30,500 53,671 3,174 3.6
昭和40（1965) 17,380 42,494 3,177 5.0 1963三井炭坑閉山
昭和45（1970) 10,630 33,393 3,346 7.1 1972三菱炭鉱閉山
昭和50（1975) 8,063 26,568 3,783 9.8 年齢不詳２
昭和55（1980) 7,776 26,286 4,488 11.6
昭和60（1985) 6,863 23,304 5,174 13.9
平成２ (1990) 5,607 23,546 6,012 17.1
平成７ (1995) 4,497 21,932 7,005 21.0
平成12（2000) 3,171 19,644 7,820 25.1
平成17（2005) 3,178 17,528 8,377 28.8
資料：国勢調査、「Ａ市統計書平成18（2006）年版」より作成
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話しを聴くことができた。Ｂ地区は全人口の
70％以上が60歳以上であるが、高齢でも身辺
自立し、身の回りのことができる人達がほと
んどであった。
表５ではＢ地区における調査対象者の在住
年数を示した。
また図１は、昭和25（1950）年当時のＢ地
区市街地の住宅密集の様子を表し、図２は平
成14（2002）年のＢ地区地図で、黒く塗りつ
ぶしたところが、住民が居住している家であ
る。50年以上住んでいる６人のうち４人がＢ
地区中心部に居た人達で、20代の１人を含め
表４．Ｂ地区年齢区分人口
年齢区分 男 女 計（人)
20代 3 1 4
30代 0 0 0
40代 0 2 2
50代 8 4 12
60代 7 6 13
70代 6 14 20
80代 2 6 8
90代 2 1 3
計 28 34 62
(平成16年２月住民基本台帳より作成）
図１ 図２
表５．Ｂ地区在住年数
年数 男 女 計（人)
11～20 1 1 2
20～30 1 1 2
30～40 0 1 1
40～50 1 2 3
50年以上 2 4 6
計 6 9 15
表３．調査対象者年齢区分
年齢区分 男 女 人
20～30 1 0 1
60～64 0 2 2
70～74 2 2 4
75～79 2 3 5
80～84 1 1 2
85～89 0 1 1
計 6 9 15
4
ると５人は中心部に生まれたときからあるい
は親と幼少時から在住していた。他10人は図
２で示した点線外に居住し、40～50年在住し
ても「新しい人」と呼ばれている。図２の点
線はＢ地区中心部に住む住民が「新しい人」
と区別する境界になっており、この境界は、
大正時代にＢ地区が開拓された当時の集落と
それ以降に住宅地等になったところとの境と
ほぼ一致する。中心部に居た４人のうち１人
は現在点線外に住むが「新しい人」とは言わ
れていない。20代の人でさえ、「ここから（境
界となる道路を指差し）上は、新しい人の住
むところ」と教えてくれた。
点線内中心部に住んでいた４人は戦前から
居住し、家族の中には炭鉱と関係がある仕事
に就いている者もいたが、家業は商店経営や
旅館業を営むなど、別収入があり、全く生活
が炭鉱に依存していたわけではなかった。そ
の他の20代１人を除く点線外の10人は、家
族が炭鉱関係の仕事をし、ほとんどその仕事
からの収入で生活していた。そして戦後ある
いは、閉山後にＢ地区に移住してきた人達で
ある。
戦後あるいは閉山後に移住してきた10名
の出身地は本州、道内など様々であるが、自
ら望んでＢ地区に移住してきたと答えてい
る。Ｂ地区は、畑ができること、学校、公共
施設、商店街等なんでもそろっていて便利
だったからとの理由であった。
Ｂ地区全体の住民は、一人暮らし、夫婦世
帯がほとんどで、家族３人以上で暮らしてい
る世帯は、３世帯しかなかった。調査対象者
の男性６人、女性９人のうち男性は20代の１
人だけが家族３人暮らしであった。一人暮ら
しも男性では１人で、他男性４人は夫婦で暮
らしていた。女性は３人が夫婦で暮らす他は
６人が一人暮らしであった。
表６の子どもの在住先では、調査対象者の
子ども20人が市外・本州（道外）に暮らして
いる。そのため、子どもが市内在住だと週１
回以上、頻繁に行き来しているが、市外（道
内）だと月１回から２ヶ月に１回となる。本
州（道外）在住では年１回から２年に１回、
数年に１回親元を訪れるという頻度になる。
電話等の連絡は、頻繁にあるという。調査後
数ヶ月して亡くなった一人暮らしの女性１人
の子どもは２人いたが、葬儀に参列しなかっ
た。子どものいない２人のうち１名は、姪の
訪問が２年に１回あるという。子どものいな
い２人と亡くなった１名を除き、ほかの住民
の親子関係は悪くない。そして子どもは経済
的に自立し、職人、会社員、公務員、教員な
どの職業、あるいは専業主婦として、子ども
の生活は親から完全に独立して営まれてい
た。調査対象者で20代１名と生活保護１名を
除く他の13名の生活資金は年金で、経済的に
親としても自立しており、子どもからの仕送
りをもらっている人はいなかった。しかし「年
金暮らしでは簡単に市街に移れない」という
声も聞かれた。
次に私的交渉量についてであるが、地域
内・地域外を含めても一人当たり平均2.7人
と比較的少な
(6)
く地域内に親しい人がいるとい
う人は９人で、他の６人は、地域外に友人や
親しい
(7)
人を持っているが、地域内では親しい
人がいない。
図３に15人のＢ地区内の交流関係を図式
する。Ｂ地区内で交流のある人の名前をあげ
てもらった結果である。点線より上が「新し
い人」と呼ばれる地域に住む人であり、点線
下部はＢ地区中心部に住む人である。番号は
筆者が調査対象者に任意に付けたものであ
る。番号だけの人は、地域内に親しい人がい
表６．子どもの在住先
在住先 人
子ども無 2
市内 5
市外（道内) 14
本州 6
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ない人である。
図３を見てわかるように、⑥以外は、「新し
い人」との関わりがな
(8)
い。⑥は、以前Ｂ地区
中心部に住んでいて、後に点線外に移った人
である。中心部の４人も相互に関わりをもっ
ていない。点線外の住民同士も私的な交流は
ほとんどない。⑥⑦を除いては、点線内外の
人と関わりを持つ人がいない。一部の人同士
が一対一の関係で、地域内の人との交流関係
が点と点のつながりでしか存在していない。
網の目（ネットワーク）のような複雑な絡み
合いにはまったくなっていないことがわか
る。これは、地域内でのお世話の度合いにつ
いてたずねると、９人は「一部の人同士はお
世話しあっている」と答え、「世話しあってい
ない」と答えたのは６人であったことからも、
地域内での日常交流が希薄であることが分か
る。また「地域の中での揉めごとやぶつかり
ごとがあったらどうするか」との問いに、「な
い」と答えた人はいなかった。一往に「我慢
する」「知らん振りする」「あたらずさわらず」
「嫌なことは避ける」など具体的に答える姿
や、「近所のものはろくなものいない」などと
非人格化と匿名化した他人への中傷が多く聞
かれたことにより、関わりあいや日常の交流
はないが、噂話の中に登場することで繫がり、
地域住民同士の仲は良好ではないことがわ
かった。しかし15人すべて顔見知りで、名前
も暮らしぶりも、日常の生活行動についてま
でもお互いがよく知っていた。
表７には住民の所属団体を示した。15人全
員がＢ地区唯一の地域組織である町内会に所
属していた。町内会役員で神社も守っている。
町内会の主な仕事は、市の広報を配ったり、
回覧板をまわしたり、年１回の総会（新年会）
と神社のお祭り、社会福祉協議会との共催の
花見や楓風会の行事を行っている。参加者は、
常にＢ地区全体で20名前後と固定している
とのことであった。
調査対象となった15人のうち一番大切な
団体として町内会をあげたのは４人であった
が、４人とも「新しい人」でＢ地区中心部に
住む人ではなかった。４人のうち２名は、「行
事によく参加する」と答え、他の２名は大切
な団体としながらも、町内会の行事には参加
せず、うち１人は、「呼ばれないから参加しな
い」と言う。町内会を大切な団体としてない
11人のうち、４人は「行事によく参加する」
と答えそのうちの３人は古くから居る中心市
街地の住民であり、さらに３人のうち２人は
町内会の役員をしており、１名ははっきり「仕
方なく」と言っていた。大切な団体としてい
ない他の７人はほとんど参加しない（５人）
か、ときどき参加（２人）と答えていた。町
内会を大切な団体と思っていない人が多く、
また町内会行事の参加も頻繁ではない人（９
人）が多い。
Ｂ地区の住民は、町内会を大切な団体だと
②―⑦―?（②⑦は除雪での関わり、
⑦?は話相手)
③
⑨
?
?
?―●（調査対象者外の地域内親しい人）
⑤― ―⑩（⑤⑥は夏場に交流
⑩は除雪の関わり）
（①⑥は夏場に交流）
④
⑧―●
?
図３ Ｂ地区内私的交流関係
表７．住民の所属団体
所属団体（複数回答) 人
町内会 15
寺・檀家 4
その他宗教団体 2
文化サークル 1
神社 氏子 2
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思っておらず、町内会行事にも決まった人し
か参加していない実態があり、Ｇ地区の地域
唯一の住民組織である町内会への帰属意識は
低く、こうした地域内組織を介しての交流や
付き合いをしていない。また所属団体が町内
会のみである人も半数おり、これは、社会関
係が希薄になることと、交流がなければ、地
区内外の情報や個々人の正確な情報が伝わら
ないのではないかと考えられる。
また「地域の悪口を言われたら」すごく嫌
な思いをすると答えた人は５人で、「まあまあ
嫌に思う」「別になんとも思わない」がそれぞ
れ３人ずつ６人で、答えてくれなかったのが
４人いた。特に地域に対する愛着が顕著に現
れているとは思えない。さらに地域の満足度
については、「十分満足」と答えた人が３人で、
他12人は「まあまあ満足」「仕方なく満足」
と答えた。しかし今後も、「ぜひ住み続ける」
という人が11人で、「なるべく住んでいたい」
「車の運転できるうちは住む」がそれぞれ１
人、「できれば移りたい」が２人と、十分満足
はしていないがここに住み続けたいと思って
いる。これは、前述したが年金暮らしの住民
から、「市街地にアパート借りて住むと、家賃
がかかり暮らしていけない。ここは土地代だ
けで家は自分のものだから家賃を払わないぶ
ん誰の世話にもならずに暮らしていける」と
いう限られた年金収入で生活するためには住
み続けなければいけないという経済的理由も
ひとつであろう。また「よそ行ったら新参者
だし、その点ここはいい」と古くからＢ地区
中心部に住み「新しい人」を自分と区別して
いる人が、他地域に行くことによって新しい
社会関係をつくること、「新参者」となること
を恐れているような声もあった。
次に福祉サービスの利用についてである
が、調査対象者のうち介護保険制度の要介護
認定を受けているのは、２人でそれぞれ要支
援と要介護１であり、この２人は、図３の番
号①と⑥のふたりで、両者は中心市街地にい
たころからの付き合いで、お互い夏場には行
き来している。２人はＡ市ではなく隣町のデ
イケアサービスを利用していた。なぜＡ市内
のサービスを利用しないのか聞くと、「なんだ
かんだ知っている人が多くていやだ」「知って
いる人がいると他の（Ｂ地区内の）人にいろ
いろいわれたら嫌でしょ」と答えていた。知
り合いに会うわずらわしさや知り合いに会う
ことによりＢ地区内でうわさになることを
嫌っていた。
Ｂ地区全体で要介護認定を受けているのは
先の２人を含め４人（平成16（2004）年10月
現在）で、他の２人は、今回の調査に入って
いないが、要介護３が１人と要介護５が１人
となっている。要介護５の人は家族と同居し
ているが、居宅介護サービスを何も利用せず、
家族がすべての介護をしている。今回調査対
象者となっている人でも要介護認定を受けた
ほうが良いと思われる人もいたが、認定を受
けず、その他のサービスさえも利用していな
い。Ａ市内の福祉サービスを受けるのを避け
ているのが分かる。調査対象者にホームヘル
パー（訪問介護）の利用について尋ねると、
「家の中のことしゃべるって聞いた」という誤
解があり、また「なんとか自分でできるから」
と理由をつけ、「まだ他に困っている人たくさ
んいるから」と他人と比較し、合理化した理
由付けがみられた。福祉サービスの利用に関
することや人の世話になることについても、
Ｂ地区内の人からどう思われるか、どう言わ
れるかを常に意識していた。
Ｂ地区の住民は、経済的にそれぞれ自立し、
健康であれば自分の暮らしは自分で守れる。
離れている家族とのかかわりもある。しかし
地区内の人たちとの交流は限られており、地
区内唯一の住民組織町内会行事への参加も限
定された人しか参加しない。Ｂ地区市街地中
心部にいる人は、何十年住んでいても他の人
を「新しい人」と区別し、交流をしない。そ
れぞれ顔見知りではあるが、噂話からの情報
7社会関係を形成した地域特性～北海道旧産炭地域商店街の事例～
しか伝わらない。この地域の住民は、Ａ市の
福祉サービスに対する偏見と誤解もあり、地
域内で噂話にのぼることを危惧しているた
め、利用が少ない。以上のことから、Ｂ地区
住民の社会関係は希薄であるという地域特性
が明らかになった。
このような地域特性はいかにして培われた
のか、これはＢ地区独特のものなのか、Ｂ地
区が形成されてきた歴史的な背景を振り返
る。
３．Ｂ地区の歴史と地域特性
Ｂ地区中心部は、石炭産業の発展と共に開
発され、そこはまた現在に至るまでＳ
(9)
氏の私
有地である。鉄道の停車場（駅）予定地を中
心に大正２（1913）年から農地５町歩に１条
通りから４条通りまで４本の道路を設定し、
１戸分48坪の宅地150戸分を区画し、貸付け
が始まった。大正３（1914）年８月には70戸
を超える新築家屋、同年10月には鉄道が開通
し、様々な商売を営む店舗が立ち並んだ。大
正４（1915）年にＢ地区以東の炭鉱が三菱の
経営になると、駅を中心とするＢ地区市街地
だけで、200軒余りの家屋があった。
設定された４本の道路に沿って、Ｂ地区の
中では職業による住み分けがなされていた
（図１参照）。１条から３条までは商店街で、
４条は飲食店街と花街である。石炭産業の発
展とともに、周辺に住む人々や公共施設など
もでき、３条から新町方面、公園通り方面に
は、炭鉱関係者その他の住民の家屋、新聞社、
学校、綿工場などができ、寺下通り（菊水）
は寺院や職人、一部炭鉱関係者も住みついた。
またＡ川沿いは、下請け、孫受けなどの関連
企業従業員、その他不法に住居を構える住民
もいたとい
(10)
う。
表８は、Ｂ地区の人口と世帯数の推移を示
した。昭和35（1960）年までは増え続け、昭
和38（1963）年の炭鉱の企業縮小を境に人口、
世帯とも減り始め、炭鉱閉山を機に急激に減
少している。またＢ地区以東の東部地区で三
菱の炭鉱があった地域でも、閉山前から企業
縮小などで人口が減少し、昭和47（1972）年
の閉山時には、東部地区に人はほとんどいな
くなった。東部地区は、国有地や北海道の所
有林地であったため借地契約により、三菱で
は建物を解体撤去し整地して返還したためで
表８．Ｂ地区の人口・世帯数の推移
年 総人口 世帯数 備 考
大正３（1914） 911 201戸 Ａ市百年史よりp436
大正５（1916） 1,216 234戸 同上
大正12（1923） 2,032 363戸 同上p438菊水地区含む
昭和35（1960） 2,689 643 1963年企業縮小
昭和40（1965） 1,926 503 Ｂ支所住民台帳
昭和45（1970） 1,135 366 1972年三菱閉山
昭和50（1975） 381 164
昭和60（1985） 257 118
平成２（1990） 171 94
平成７（1995） 124 71
平成12（2000） 87 54
平成16（2004） 58 27 Ｂ支所住民台帳
平成18（2006） 45 27
資料：「Ａ市百年史」より作成
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ある。それ以降人が住む地域はＢ地区までと
なる。
表９では、Ａ市とＢ地区の歴史を簡単にま
とめた。ゴシック体になっているのがＢ地区
の主な歴史である。
Ｂ地区の歴史の中でも特徴的なのが、Ａ市
内でも一番早くから、大正４（1915）年魚菜
市場が開設されていること。同年、Ｎ村全体
で料理店16店中10店はＢ地区にあったこ
と、大正期Ｂ地区には２つもの映画館（劇場）
があったこと（Ａ市街地には１つ）。Ａ市街地
で電灯が灯った翌月にはＢ地区にも電灯が
灯った。Ａ市内で初めて交換電話が開設され
た。昭和６（1931）年Ａ町中心部の市街地商
工会加入会員数97戸のとき、Ｂ地区を含む三
菱炭山全体では136戸の加入数であったこ
と。後にＢ地区で独立した商店会も作られた
こと、電報電話局が始めてＢ地区で設置され
表９．Ａ市とＢ地区の歴史
明治23（1890）年 北炭鉄道空知線の鉄道工事で移住者が集まり中心集落を形成
明治24（1891）年 Ｎ村という名前で村が設置
明治27（1894）年 鉄道駅として停車場を設置
明治28（1895）年 400戸の屯田兵の入植終了。947戸5,009人を数え、農村としての集落の原型が作
られる。
明治36（1903）年 Ｓ氏がＢ地区から東部地区に至るＡ川沿いの土地130町歩を買収し、第３農場と
名付け、Ｂ地区付近に３戸の小作を入植させた。
大正２（1913）年 Ａ鉄道工事、停車場設置認可、Ｓ氏が自己所有地を市街宅地として貸付
大正３（1914）年 Ｓ氏貸付地に８月新築家屋70戸、10月鉄道開通、商店が立ち並ぶ
大正４（1915）年 三菱合資会社が、大正２（1913）年に開鉱したＩ鉱を買収し三菱Ａ炭鉱となる Ｂ
地区、公園通り、新町、寺下通り、東部山間地にかけても従業員住宅、関連企業、
商店等住民が生活する地域になる。11月Ｎ村最初の㈱三印Ｂ魚采市場設置。Ｎ村
料理店数16店中10店はＢ地区にあった。
大正５（1916）年 Ａ炭山郵便局（後のＢ郵便局）開設
大正６（1917）年 Ａ市街地に電灯がともり、翌月７月Ｂ地区に電灯がともる
大正７（1918）年 村内で初めてＢ地区郵便局で交換電話開設（Ａ市街地は２年後）
Ｂ尋常小学校開校
大正９（1920）年 第１回国勢調査でＡ市の人口32,321人
大正14（1939）年 町制が施行されＮ町
大正15（1940）年 Ａ町と改称
昭和元（1926）年 Ａ市に商工会組織される
昭和４（1929）年 三菱炭山地区にＡ炭山商工会設立 ５月Ｂ地区４条通りより出火 204戸焼失
昭和６（1931）年 Ａ炭山商工会加入会員数136戸になる（Ａ町市街地加入会員数97戸） 12月Ｂ地
区市街地火災で76戸焼失
昭和21（1946）年 Ｂ地区Ｂ商工会97戸で結成
昭和24（1949）年 Ｂ地区郵便局が普通局となる 初めて電報電話局が設置される（Ｂ地区とＡ市街
地に）
昭和25（1950）年 Ｂ地区Ｂ商工会Ｂ商店会結成（任意加入）
昭和25（1950）年 市制施行により、Ａ市となる。
昭和30（1955）年 人口88,667人、石炭産業の機械化による合理化と人員整理開始
昭和33（1958）年 Ａ市人口91,421人（北海道統計No.150）でピーク
昭和38（1963）年 三井Ａ炭鉱閉山
昭和45（1970）年 三菱Ａ炭鉱従業員大夕張鉱へ配置転換 約7000人転出
昭和47（1972）年 三菱Ａ炭鉱が閉山、Ｂ商店会解散
昭和48（1973）年 北菱Ｂ炭鉱が閉山により、市内の全炭鉱が坑口を閉ざす。Ｂ地区が校下の中学校
閉校 Ｂ普通郵便局簡易郵便局になる
昭和49（1974）年 Ｂ地区が校下の小学校閉校
資料：「Ａ市百年史」及び「Ａ市百年史資料編」より作成
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ていること。小学校が市内でも早い時期の明
治39（1906）年から開設され、その後中学校、
高校も設置されるなど、このようにＢ地区は、
鉄道駅を中心に、そのほか様々な商店や飲食
店、旅館、病院、映画館、消防署、郵便局、
銀行、医院、娯楽施設、土建会社等の民間会
社、寺、神社、冠婚葬祭場、各種学校、市役
所支所等の公共施設や、電話電信などの通信
網の整備など、早い時期からＡ市内の他地域
よりも発展しており、街として便利であった
ことを示し、これは移住者を増やすことにも
なり、またＢ地区住民に他地域に対する優越
感や高い先住者意識を育むことにもなったの
ではないかと考えられる。
表10は、Ｂ地区中心部（図２点線内）各年
の住宅地図からおよそ10年（1975年から５
年）ごとに商店名、住民名が変わっていない
戸数を表にし
(11)
た。右端は、その年の住宅地図
に現れた新しい商店名、新しい住民の全戸数
に対する割合である。同じ大正14（1925）年
に150戸からあった商店や住宅は昭和９
（1934）年までの９年間にかけて７割以上が商
店名や住民名を変え、同じなのは34戸であっ
た。昭和９年（1934）年に211戸となり新し
く地図上に現れた商店と住民は83.9％と８
割を超える。つまり９年間で７割以上が転出
し、８割以上が転入してきたと考えられる。
戦争をはさんで昭和25（1950）年までには、
８割以上が転出し８割が転入した。戦災はう
けていないが、昭和４（1929）年と昭和６
（1931）年に大きな火災があり、再建できる資
金のない人々は、土地を離れることもあっ
(12)
た。
次の９年間Ａ市としても人口がピークに達
し、炭鉱都市として発展し続けていた昭和
表10．Ｂ地区中心街の商店と住民戸数の変遷
大正14
年から
の在住
戸数
昭和９
年から
の在住
戸数
昭和25
年から
の在住
戸数
昭和34
年から
の在住
戸数
昭和41
年から
の在住
戸数
昭和50
年から
の在住
戸数
昭和55
年から
の在住
戸数
昭和59
年から
の在住
戸数
平成２
年から
の在住
戸数
地図上
に現れ
た新し
い住民
大正14（1925）年 150戸
昭和９（1934）年 34戸
77.3％
減
211戸 83.9％
昭和25（1950）年 16戸 34戸
83.8％
減
273戸 81.7％
昭和34（1959）年 10戸 24戸 58戸
78.7％
減
240戸 64.2％
昭和41（1966）年 8戸 10戸 30戸 34戸
85.8％
減
211戸 61.1％
昭和50（1975）年 4戸 7戸 6戸 10戸 15戸
92.8％
減
96戸 56.3％
昭和55（1980）年 1戸 4戸 5戸 6戸 8戸 25戸
73.9％
減
67戸 26.9％
昭和59（1984）年 0 4戸 3戸 5戸 5戸 13戸 7戸 58戸 36.2％
平成２（1990）年 0 3戸 2戸 1戸 5戸 9戸 4戸 9戸 39戸 15.4％
資料：表中各年の住宅地図より作成
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34（1959）年までも８割近くが転出し、６割
以上が新しく転入してくる。昭和41（1966）
年から三菱の閉山の時期を挟んで昭和
50（1975）年までにも５割以上が転入してく
る。また転出も閉山前と閉山後でも常に８割
以上はいた。さらに興味深いのは、閉山して
からも新しく住み着く人々が２割、３割とい
るということである。これは、まだ官公署な
どもあったころ、年間12万円（1975年
(13)
頃）の
土地代で、家屋があり家賃さえ手ごろであれ
ば、簡単に転入できたことが要因で、三菱の
下請け関係者など、多様な業種の人々や退職
者などが居住してきたことと、一部炭鉱住宅
住人も入ってきたり、商店が転出した跡に転
入してくる人もいて、さらに一時期いくつか
別な民間事業所ができたりしたためである。
そしてその後、官公署や学校、寺院、各種事
業所が閉鎖されたことで、全体の戸数が減少
していっ
(14)
た。
10年ごとに激しく入れ替わる住民を示す
この表から考えられることは、Ｂ地区では、
住み着いた人々の半数以上が世代交代して長
く住み着くのではなく、新しい住民が転入し
てきて入れ替わっていたということである。
それは、個々人の地縁ができにくく、さらに
家族等血縁から導かれる地縁もできにくいと
いうこともいえる。石炭産業に依存し、その
好不況に左右される商店街は、こうした激し
い移動人口が特徴であったようだ。Ｂ地区は、
Ａ市内の他の地域より便利であったことや地
代が安いことなどで転入してくる人も多かっ
た。激しい人口移動という地域特性は、親密
な社会関係の形成を妨げる大きな要因にも
なったと考えられる。
４．商店街としてのＢ地区の地域特性
商店街としてのＢ地区は、他地域にはない
特色を持っていたのではないだろうか。
Ａ市内の商店街は、炭鉱都市の市街地分離
形式の典型としてそれぞれ独立した地域で、
それぞれ独自の商店街を形成してきた［Ａ市
百年史編さん委員会、1991、『Ａ市百年史通史
編』：1043］。人口がピークを迎えた昭和
33（1958）年、市全域を対象に商工業の実態
調査が行われ
(15)
た。それによると、Ａ市内全域
の商店は、当時資本金５万円以下が21.3％の
割合を占め、資本金50万円以下も含めると、
74.3％と全体の７割を超え、投下資本が弱小
であり、経営にかなりの努力が必要であった
［『Ａ市の商工業の実態』：６］。さらに売り場
面積では、５坪以内が19.7％、10坪以内も含
めると55.8％になり、他市からの交流客が極
めて少ないために自然に地元のみに消費を依
存する傾向が強くなり、商品種もある程度限
定されてくるという実態を示していた［同
上：14］。つまり市内のどの地区の商店街も
「最寄り商店街」を形成していたのである。昭
和30年代に入ると、炭鉱従業員の定年退職者
が退職金をもって商業に転職したものが相当
あり、しばらくその傾向が続くと当時は予測
されていた［同上：12］。つまり炭鉱全盛期に
は資金さえあれば、素人でも商売を始める者
がいたということである。このことは接客を
する態度にも表れており、店頭を訪れてみて
商品を買う来客と、その他の用件を帯びてき
た人に対する応対態度が明らかに違うことが
あると記されており［同上：72］、買う者と買
わない者という２者択一、目先の利益の対象
としてしか客を見ていない傾向があった。以
上のことについては、Ｂ地区が例外であると
は記されていない。
Ｂ地区以東にある三菱の炭山地区では、物
品配給所を設けて、日用雑貨類を販売してい
たが、Ｂ地区市街地域の商店街は、流行品や
高級品などを揃え、炭鉱の配給所が開いてな
い時間帯で商売を営み、配給所との差別化を
図っていた。昭和に入ると、Ｂ地区を含めた
三菱炭山地区に、Ａ炭山商工会が設立された。
Ｂ地区では昭和25（1950）年に独自のＢ商店
11社会関係を形成した地域特性～北海道旧産炭地域商店街の事例～
会を結成し、この商店会は昭和47（1972）年
に三菱の炭鉱が閉山するまで存続した。また
商店会の加入は、強制ではなく任意で、飲食
店関係（４条通りを中心に）などは加入して
いなかっ
(16)
た。商店会加入が任意であったこと
は、転入転出が激しかったこと、転入してき
た者への「すぐ出て行くかもしれない」とい
う警戒や、様々な出自の素人も商売を始める
ことができたことで、様々な気性の人たちも
おり、会費などのことで、もめごとを避ける
ために、あえて強制加入にしなかったという
ことも考えられる。
表11は、昭和30年代のＢ地区の業種であ
るが、食料品、繊維、身のまわり品小売業が
全体の45％を占めており、卸・小売業などを
中心とする消費的部門が多く、商店街全体の
売り上げ80％（昭和45（1970）年）を炭鉱や
炭鉱関係者に依存していた。
Ｂ地区を学区に持つ中学校３年生の181世
帯を対象とした購買人員の調査［『Ａ市の商工
業の実態』：140］では、16.6％がＢ地区商店
街で買い物をすると答え、市内の他地域の商
店街で買うよりは多くなっているが、他市町
村流失人員が17.8％もあった。これはＢ地区
で商品の差別化は図られていたようである
が、より高級品、より流行品は、札幌などの
他市で購入していたということである。また
地元Ｂ地区で買い物をする理由として、市内
のどの地域でも「近くで便利だから」が一番
多い回答であるが、Ｂ地区を学区とする中学
校で他地域の中学校と明らかに違い一番多い
のが、「掛買いができる」という回答であった。
つまり掛売りが頻繁に行われていたことは大
きな特徴であろう［同上：157-162］。企業縮
小から閉山へとむかう時期にＢ地区では、１
店あたり掛売り金額が55万円（昭和45年）
になっており、こうした掛け売りよりに営業
不振に陥る商店もあった［『Ａ市百年史通史
編』：1351］。
またその後の炭鉱の合理化と閉山時期のＡ
市内の商店街の特徴は、それぞれの地区が独
立して、札幌の卸売業と結合するという傾向
が強く、全市的な結合関係はすくなかったた
め［同上：1343］、Ｂ地区でも市内の他地域と
の協力等がなく、炭鉱地域で営業する商業関
係者は、その地域の購買人口減少に直接影響
をうけ、売り上げが低下するという致命的な
打撃を受けた。資本力が小さい零細商店が多
く、売り場面積が狭く、炭鉱産業依存型の最
寄り商店街でもあったため、炭鉱で大規模な
配置転換がおこなわれた昭和45（1970）年の
Ｂ地区では、商業（サービス業・中小工場含
む）関係者６店が移転し、残る50店のうち20
店が移転を希望してい
(17)
たというように商店街
の衰退も急激であった。しかし移転できたの
は資本力のあった業者であった。それ以外は、
なんとか営業を続けるか廃業するかの道しか
なかった。そして平成14（2002）年には、１
軒だけ残っていた商店も廃業して皆無になっ
た。
表11．
業 種 業者数
食料品小売業 31
繊維、身のまわり品小売業 12
酒、調味料小売業 6
鮮魚、乾物小売業 5
野菜、果実小売業 2
米穀類小売業 1
日用品、雑貨小売業 2
書籍、文房具小売業 6
医薬、化粧品小売業 4
金属製品小売業 8
車両、機械器具小売業 6
電気機械、器具小売業 4
理化、光学小売業 1
ゴム、皮革製品小売業 5
その他 3
計 96
資料：「Ａ市の商工業実態」1959より作成
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５．Ｂ地区の社会関係を形成した地域
特性―?まとめ
Ａ市と同様の炭鉱都市夕張における自営業
者の研究では、「地域産業の中核が石炭産業で
あり、採掘のみを目的とする鉱業生産は地域
の生産活動で支配的地位にありながら、生産
物を原材料とする生産的産業を地域の中に蓄
積させてはいない。（中略）他の産業は製造業
と建設業を含みながら主要な部分は労働者の
消費を満たす分野に限られている。自営業者
層の存在も自ずと消費的部門―卸・小売業と
サービス業に限定されることになる［布施、
1990：348-349］。」とある。
Ｂ地区は、商店街として開発され、石炭産
業の盛衰の影響を直接受けた地区であり、炭
鉱の発展とともに人口も増えていったが、Ｂ
地区も同様に、三菱という巨大集団の労働者
の消費部門にぶらさがっていた。資本金も少
なく、中小零細商店が多く、地元の人を対象
にした最寄り商店街で、炭鉱産業の景気に大
きく左右され転出転入も激しかったことで、
地縁が形成されにくかった。
古くから居る人は、Ａ市内でも早くから電
灯がつき電信・電話などの通信も整備され、
公共施設も娯楽施設も整った地域であるが故
の他地域に対するプライドもあったであろ
う。Ｂ地区中心市街地域周辺部には、炭鉱関
係者や様々な職業の人達の住宅もでき、後か
ら住み着いたことに加え、暮らし向きや収入
などの違いもあり、図２に示した「新しい人」
と呼ばれる地域はこうして形成され、今でも
意識の中で区別されている。Ｂ地区の商店街
住民にとっては、転入者は町の活気を担うと
共に商売敵でもあり、客でもある。Ｂ地区で
も炭鉱の退職者等素人が商売を始めたりもし
たであろう。以前の職業が様々であればそこ
には必然的に生活リズムや生活パターンもそ
れぞれ違うため交流も生まれにくい。また同
じ商業者同士でも、商店会加入が任意であっ
たところから考えると、古くから居た人が、
出自のはっきりしない人と共に協力しようと
しなかったという排他的なところもあったの
ではないだろうか。
同様に炭鉱の発展と共に温泉の街、商業の
街として栄えた常磐市湯本町の武田良三によ
る先行研究がある。湯本町の地域共同体的結
合はきわめて薄弱であり、社会的連帯が弱
かった。その理由のひとつには、石炭産業の
好況・不況の交替が町へ及ぼす経済的・社会
的影響は、旧来土着の住民を分解し共同体を
崩壊しつくしたためである。しかも隆替を反
復してきた石炭産業の特殊性は不断に社会解
体を促進する契機として作用し、新しい地域
共同体の形成を妨げてきたとみることがで
き、また町部の個々の商店が地域に君臨する
巨大な産業集団へそれぞれに縦につながる関
係をもつために、町の住民間の横の連帯が育
ちにくいという傾向があるのではないかと述
べている［武田、1963：247-245］。
Ｂ地区には旧来土着住民はいないが、戦前
から住む市街地域の人々と戦後新しく転入し
てきた人々との連帯は現在の社会関係をみる
と同様に育ちにくかったことがわかる。
また湯本町でも信用売りが多く行われてい
た。そしてＢ地区でも掛売りが多く行われて
いたことは、炭鉱と商店街のつながりとして
の特色であるが、企業縮小や閉山時には大き
な負債をかかえることになり、好不況の影響
を大きく受けることになった。ゆえに急激な
人口変動による、転出と転入、商店の生成と
消滅の反復を繰り返していった。
こうした激しい人の動きの中でＢ地区の
人々は、近所に住んで何年経っても私的交流
がなく、転入してきた人達を仲間、同一地域
の住民として受け入れていかなかったと考え
られる。Ｂ地区市街地域の人が「新しい人」
と区別するのは、転入者を新参者としてみる
古くから居る人の先住者意識でもあったよう
だ。そしてあくまでも商売の客としてはみる
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が、地域の一員としての私的な交流はせず、
しかし数ヶ月、１年も経てばどんな人なのか、
以前は何をしていたか、今の暮らしぶりはい
かなるものかは次第にわかってくる。しかも
私的交流がなければ本人からの正しい情報は
伝わらない。情報が伝わらないところに以前
からいた親しい者同士の転入者に対するうわ
さ話が広まる。そして狭い地域なので自分の
うわさ話も本人の耳に入ってくる。そこに私
的交流のない人同士の否定的である感情的な
つながりが生まれてくる。その希薄で、排他
的な社会関係が「あの人は私より元気なのに
（福祉サービスを）利用している」「あの人が
居るから行かない（利用しない）」「いろいろ
言われたら嫌でしょ」などの福祉サービス利
用へのやっかみや利用牽制作用につながって
いったのではないだろうか。
炭鉱依存型の商店街は、横の連帯が育たず、
自己完結型の生活や商売をすることで、排他
的、希薄な社会関係を形成し受け継がれてい
くという地域特性がある。
こうした地域では、先の調査に見られるよ
うに地域全体としての相互扶助的なつながり
はみられなくなる。しかし高齢化がすすみ、
公共機関等社会資源も乏しくなり、なんらか
のソーシャルサポートが必要な人達は増えて
くる。地域再生へは、それを支える経済や産
業の維持発展のみならず、自分たちの意思で
残っている人達へのコミュニティに共同性を
回復するような地域再生の取り組みが必要に
なってくるのであろう。そのための取り組み
として、Ｂ地区では、生活の中に介入される
直接的なサービスに対する誤解や偏見がある
ことから、個々人の生活とは少し距離を置い
たところで、住民同士の交流を促進したり、
共通目標を持ち、連帯感を育むために、地区
内の拠点に集まってもらい、趣味的な活動や
余暇活動支援、レクリエーション、健康教室
などの間接的なサービス支援が継続的に行わ
れていくことが必要であろうと考える。
本稿は、平成16年度文部科学省科学研究費
補助金（基盤研究（Ａ）⑴「協働と参加によ
る市町村地域福祉計画のシステム形成および
評価方法に関する実証的研究」（研究代表 牧
里毎治関西学院大学教授）（課題番号
15203025）による研究活動の成果の一部であ
る。
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注
⑴ 情緒的サポートとは、心配ごとを聞いたり、声
かけをし，元気づけたり、すること。手段的サ
ポートとは、具体的な物やお金、介護などサー
ビス提供によるものである（白澤・中野編著、
2007：65）。
⑵ 個人をとりまく家族、友人、近隣、ボランティ
アなどによる援助（インフォーマルサポート）
と、公的機関や様々な専門職による援助（フォー
マルサポート）に基づく援助関係の総体を指す
（日本地域福祉学会、2006『地域福祉事典』：
422）。
⑶ 地域福祉の方法としては、地域性と共同性に基
づく地域社会（コミュニティ）を基盤において、
個人を中心としたインフォーマルサポートと
フォーマルサポートの統合的な援助関係の形成
を推進することである（日本地域福祉学会、
2006『地域福祉事典』：422）。
⑷ 「Ａ市百年史」P203 表２空知郡各村小口比較
より。
⑸ 「Ａ市統計の概況」平成17年10.1国勢調査よ
り。産業分類別就業者数では、市内すべての産
業のうち、農業に従事する人口が1,834人で最
14
も多く、一次産業でも99.8％を占める。
⑹ 旧炭住街の私的交渉量は平均17.64人［鈴木、
1978：245］であることからみるとはるかに少な
い。また旧産炭地域の親類を除いた社会関係量、
友人3.3人、近隣3.1人［三浦、2004：49］よ
りも少ない。
⑺ 週１回は電話で話をする。月に少なくても１回
は行き来するというのを基準にした。
⑻ ⑥は市街地区から３条通りを新町方面に坂を上
がったところに住んでいるため、冬になると除
雪車は入ってくれるが、路面が凍結すると転倒
などの心配があるため外出を控える。そのため
⑤と①は、夏場は頻繁にくるが、冬はほとんど
来ないと言っていた。
⑼ Ｓ氏は、明治24年屯田騎兵隊の一員としてＡ兵
村に入植し、Ｎ村内の未墾地や懇成地の買収に
より農地を大きくし、第１農場から第５農場ま
でを作った大地主である。明治・大正期には村
会議員も務めた。Ｂ地区を含むＡ川上流一帯は
Ｓ氏の第３農場であった。
? Ａ市在住北海道史研究協議会理事白戸康氏から
の聞き取り。
? 大正14（1925）年天野ランカ堂発行Ｂ市街之図、
昭和９（1934）年発行元不明Ｂ市街図、昭和
25（1950）年野村文具店発行Ａ市制施行記念オー
ルＡ市卓上案内（住宅地図）、昭和34（1959）年
野村文具店発行Ａ市全域ガイド、昭和41（1966）
年発行元不明Ａ市全戸別明細図、昭和50（1975）
年発行元不明Ａ市住宅地図、昭和55（1980）年
弘文社住宅明細図、昭和59（1984）年ゼンリン
住宅地図、平成２（1992）年ゼンリン住宅地図
より作成した。Ａ市図書館所蔵の地図と北海道
史研究協議会理事白戸仁康氏所有の地図であ
る。同じ出版元ではないので誤差が生じると思
うが、転入転出の激しい傾向はつかめ、また閉
山後も移住してきている人がいたこともわか
る。
? 前述白戸氏からの話。
? 1976（昭和51）年大卒者の初任給94,300円（労
働省統計）であり、わずかな資本金で事業を営
むことができた。
? 前述白戸氏からの話。
? この時期は炭鉱の全盛期であり、全市の商店街
地区を対象に、調査を行い、Ａ市役所が昭和34
年８月「Ａ市の商工業実態1959」をまとめた。
? Ｂ地区元商店主による聞き取り調査から。
? Ａ市百年史通史編、P1351、表６ Ａ炭鉱関係商
工業者の状況より。
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The role of social relationships cannot be ignored when examining the development of
 
social support in a particular region. The success of support activities, including social
 
support and resident associations,is dependent on the area’s historical social relationships.
In a former coal mining shopping district in a city in Hokkaido, the results of a
 
door-to-door survey showed that district residents did not form networks at the individual
 
level, did not utilize welfare services provided by the city, and did not have a sense of
 
belonging to their neighborhood association,the only local organization in the district. And
 
envy hindered both the development of social support and the utilization of welfare services.
According to historical documents,the district was a shopping area whose small busines-
ses were affected by and dependent on the coal industry. Every ten years, the district’s
 
residents and shops markedly changed, causing significant demographic shifts. After the
 
coal mine closed,public offices remained open and people continued to move into the area.
These regional characteristics make it difficult for residents in District B to form human
 
relationships that involve mutual cooperation. Therefore,close territorial connections are
 
not formed, and negative rumors are spread without accurate exchange of information
 
among residents. This is thought to contribute to jealousy regarding welfare services and to
 
hinder their utilization among residents.
Key words:social relationship,community characteristic,former coal mining area
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